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。 rパーシェ式物価指数の寄与度・寄与率J(~立命館経済学』第33;も第 4 号， 1984)及び「ラス
パイレス式物価指数の寄与度司寄与平J(~立命館経済学』第 14巻第2 号， 1985)， 
2) 本文中に示した開民論文5へージ。

























3) 米沢泊五|寄与卒へのー 訊論」叩統計学』第22号. 1970)参照。
。高木秀玄・大屋祐雪野村良樹編著『経済統計学講義，~ (有斐閣， 1984) 64へ ジ。また，同
様な指摘は例えば，関氏の「寄与率についての一考察J(W立命館経済学』第26巻第3号.1977) 
45~47ヘ シや本文中に示した閲氏論文40ベー ンにもみられる。
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項目 C 1 120→1321 +121 +60% 
項目 D 1 140→138 1 -2 1 -10% 
項目 E 90→ 951 +51 +25% I 














l項目 A 110日→110I +10! 150明
l項目 B 1 50→ 45， -5 -250% 
i項目 C 1120→132 . + 12 1 +600% 
i項目 D 1凶 )120i 20 1-1000% 























ないわけである。そこで私は，修正寄与率 (mc，.:mod泊edcontribute ratio) 
を次のように定義することにしたの
n1C;=市可 (3-2) 











1 I此 I 1 修正寄与 l.Jx.l I 修正寄与卒 | 
項目A 10 +29.4% |項目 A 10 I +19.2% ! 
項目 B 5 1.4.7% 1項目 B 5! -9.6% 
項目 C 12 十35.3% J項目ci 12 I +23.1% 
項目D 2 -5.9% i 項目 D I 20 I -38.5% 
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修正寄与平についての一試背 (369) 75 
の関係があるのだから， .:IX=.EldX，1 の場合， すなわち各項目が全て増加傾
向にある場合は閉山は C，に一致する。従って，そのような場合には特に修
正寄与率を考える必要はない。また， .:IX= -.1'1 Xι| む場合，すなわち各項目
が全℃減少傾向にある場合は，閉山=~Ci となる。例えは，説例②の lllC; は j眠


































I ，JX ，JX .Emc，=.E[ ・C;1 =~"'; .~~て丁¥ .EILx，I'o'j -.E1，Jx，1 (3-8) 
となるが， (3-8)式に (3-4)式を代入すると，
.Emc，= _4X mCi= .J:司王:T (3-9) 
となり， ここ古3らきらに，
JX dXι二 mc;・.E[dX，[=mc，・万説主.，JX (3-10) 
























|項目 A I 1口口→ 1041 +41 十回路 41 十30腕
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殺度 (dsι;degree 01 set-oflりを考える ζ とができょう。
ds，~(1 --ISmcι1) (1 -lmc，]) (4-1) 
この ds; は，全体の数値が相殺されて ßX~O となれ同時にその項目も増
減。の時，最大値1をとり，一方その項目でのみ変動が起きたか，あるいは全
項目の変動が一定方向でのみ担こった場合，最小値0を左品。すなわち，
0;; ds，;; 1 (4-2) 
である。そして，個々の ds，は S明白が一定であれば，mc;がOに近いほ
ど高くでて〈ることになるし，逆に mCι が同じであれば Zmc..が0に近い
ほど高〈出て〈ることになる。試みに先の説例⑤⑦について ds，を求めてみよ
つQ
項目 C i -23.1% I 0.473 
pt計よZ







して，こう Lた指摘を考える ζ とによって，相殺が起こった場合の増減0の項








(即dJi;weighleu uegree o[ set-off)を考えようとL‘うのである。
wds;= :'・ds，
予 ZX; _.-， (4← 3) 


























「数計49兆円〉一可ー7---，---1 j曽加率 |寄与率 E正寄与率i加重相殺度I 4E年度 年度
川町+口 8%I -2犯鋭 +6.5見 口511
13.4 1 14.0 1 +4.6 ! -200.0 +5.6 0.085 
7:f:二;口:|;エ:;:;
145.0 I 14471 -0.2 1 100.0 乱ー9 ! 
[資料) 1表に同じ.
寄与率 ι包よりも修正寄与率 mCi の方が，かなり変化構造がわかりやすい
が，特に，これを他年度のものと比較検討すると，その類似性あるは相違性が
直観的につかめるという利点がよくわかると思う。
























































































〔資料 〕 ユ表 に同 じ。
2)京 都市人 口
5表 は昭和60年国勢調査 によ り,京 都 市の人 口 ドーナ ツ化減 少の進展状況 を
見よ うとした ものであ るが,単 純 な寄与 率が ここで も内容 をわか りに くくして
お り,修 正寄与率 の優 位性 が再確認 で きるはずであ る。
増 加率 の比較 では,西 京 区の増加 が 目立っが,修 正寄与率 による増減構造 の
分析 か らす ると,伏 見 区の影響 も強 い ことが よみ とれ る し,こ の2区 の修正寄
与率 の和 が50%を越 えてい るに もかかわ らず,修 正寄 与率 の和が 十8%に とど
82 (376) 第 139巻第4.5号
5表昭和田年国勢調査による京都市人口の行政区別増加寄与率・修正寄与率
!畔人口|印年人口|
101，200 I ←臥5 -8.5 ー0.7 0.063 
194，166 I 十0.8 +25.1 十2.0 0.118 
130，681 I十19.5 I +352.4 +27.9ι049 
~57.156 I 2'(4，932 I +6.9 十ー293.3 十2丘3 仏123I 


























































コ邑記 本稿を補なう形で執筆した別稿 (r*~，対寄与率による一分析J ~統計学~ 52号〕で
は本稿でいう修正寄与率を絶対寄与率と呼びかえている。別稿もあわせて参照い
ただくとありがたい。
(1986. 3. 15脱稿〕
